
尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体

の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る

資格確認のオンライン化事業（以下「資格確認オンライン化事業」とい

う。）の推進を図るため、小児慢性特定疾病対策国庫補助金交付要綱（厚生

労働省発健０５３０第５号）に基づき、児童福祉法第１９条の９第１項の規

定に基づき尼崎市が指定している尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関（以

下「指定医療機関」という。）が実施する資格確認オンライン化事業に係る

補助金（以下「補助金」という。）の交付について、必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（補助金の交付対象となる者） 

第２条 市は、次条に掲げる事業を行う指定医療機関に対し補助金を交付す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、補助金の交付対

象としない。 

(1) 指定医療機関が、既にこの要綱に基づき補助金の交付を受けた場合 

(2) 指定医療機関が、既に兵庫県が実施する難病特別対策推進事業実施要綱

（平成１０年４月９日健医発第６３５号）に基づく同様の補助金の交付を

受けた場合 

(3)  指定医療機関が、デジタル庁が実施する訪問診療等・オンライン診療等

におけるオンライン資格確認等の導入に係る助成金（マイナンバーカード

の診察券利用に係る改修等、本要綱に基づくシステム改修に係る補助金交

付分と重複するものを除く）の交付を受けた場合 

 

（補助金交付の対象事業） 

第３条 この要綱による補助金の交付の対象とする事業（以下「補助対象事

業」という。）は、指定医療機関が実施する資格確認オンライン化事業のた

めの医療機関内のシステム改修事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条の

補助対象事業である小児慢性特定疾病医療費助成事業等の受給資格情報をオ

ンラインで確認するための環境整備に要する経費とする。 



 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる補助基準額と補助対象の実支出額か

ら寄付金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の金額とする。 

 (1)  1 病院当たり  1,000,000 円 

(2)  1 診療所当たり  300,000 円 

(3)  1 薬局当たり   300,000 円 

 

（交付申請） 

第６条 補助対象事業に係る補助金の交付を申請しようとする指定医療機関

は、尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公

共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付申請

書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地

方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付

申請書には、次に掲げる書類（写しでも可）を添付しなければならない。 

⑴ 見積書 

⑵ 医療機関内のシステム改修についての説明資料 

⑶ 事業実施に関する参考書類 

⑷ その他市長が必要と認める書類  

 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じ

て現地調査等を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、予算の範囲

内において補助金の交付決定をするものとする。 

 

（交付条件） 

第８条 市長は、補助金の交付の決定を行う場合においては、次に掲げる条件

を付するものとする。 

(1) 補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産については事業完

了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的

な運営を図らなければならない。 

(2) 補助対象事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が確定した場合(仕入れ控除額が

０円の場合を含む。) には、「消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報

告書」 (様式第５号) により速やかに市長に報告しなければならない。 



なお、補助金の交付の決定を受けた指定医療機関（以下「実施指定医療機

関」という。）が全国的に事業を展開する組織の一支部(又は一支社、一支所

等)であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部(又は本社、

本所等)で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上

割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、市長に報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕

入控除税額の全部又は一部を本市に納付させることがある。 

(3) 補助事業に関連し、厚生労働省からの調査等への協力の求めがあった場

合に応じること。 

(4) 補助事業に関連し、厚生労働省が行う先行版上限額管理システムの稼

働・実証への協力の求めがあった場合に応じること。 

 

（決定の通知） 

第９条 市長は、第７条の規定により補助金の交付を決定したときは、尼崎市

小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医

療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付決定通知(様式

第２号)により、申請した指定医療機関に通知する。 

２ 市長は、第７条の審査により、補助金の交付が適当でないと認めるとき

は、補助金を交付しない旨を補助金の交付申請者に通知するものとする。 

 

（事業の推進） 

第１０条 前条の補助金の交付決定通知を受けた指定医療機関（以下「実施指

定医療機関」という。）は、適切に事業を推進しなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第１１条 実施指定医療機関は、第９条の規定による通知を受けた後に補助対

象事業を中止し、又は廃止しようとするときは、書面により当該補助対象事

業に係る補助金の交付の申請を取り下げることができる。 

２ 前項の規定により申請が取り下げられたときは、当該申請に係る補助金の

交付の決定はなかったものとする。 

 

（補助対象事業の変更に係る承認の申請等） 

第１２条 実施指定医療機関は、補助対象事業の内容を変更しようとするとき

は、あらかじめ当該変更に係る申請書を市長に提出して、その承認を受けな

ければならない。ただし、市長が当該変更を軽微な変更と認めるときは、こ

の限りでない。 



２ 実施指定医療機関は、補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき、又

は補助対象事業の遂行が困難となったときは、遅滞なく、その理由及び当該

補助対象事業の遂行の状況を記載した書類を市長に提出して、その指示を受

けなければならない。 

３ 市長は、第１項の申請書の提出又は前項の書類の提出を受けた場合には、

補助金の交付の決定を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した

条件を変更することができる。 

４ 前項の場合においては、第９条の規定を準用する。 

 

（実績報告） 

第１３条 実施指定医療機関は、補助対象事業が完了したときは、その完了の

日から起算して２０日を経過した日までに次に掲げる書類を添えた実績報告

書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 経費の支出を確認できる書類 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条の実績報告書の提出があった場合、その内容を審査

し、又は必要に応じて行う現地調査等の結果、補助対象事業が適切に実施さ

れたと認めるときは、「尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費

負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化

事業補助金交付確定書」（様式第３号）で補助金の額を通知するものとす

る。 

 

（是正のための措置） 

第１５条 市長は、前条の規定による審査の結果、補助対象事業の成果が補助

金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、

当該補助対象事業について、これに適合させるための措置をとるべきことを

実施指定医療機関に対して指示することができる。 

２ 第１３条の規定は、前項の規定による指示に従って行う補助対象事業につ

いて準用する。 

 

（補助金等の交付請求） 

第１６条 第１４条の規定による通知を受けた実施指定医療機関は、補助金の

交付を受けようとするときは、「尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関にお

ける公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオン



ライン化事業補助金請求書」(第４号様式)を市長に提出しなければならな

い。 

 

（補助金の交付） 

第１７条 市長は、前条の規定により請求書の提出を受けた場合において、こ

れを審査し、適当であると認めるときは、実施指定医療機関に当該請求額を

交付するものとする。 

 

（関係書類の整備等） 

第１８条 実施指定医療機関は、補助対象事業の施行状況及び経費の収支に関

する帳簿その他関係書類（市長が別に指示する書類を含む。以下同じ。）を

整備し、当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の初日か

ら起算して５年間これを保管しなければならない。ただし補助事業により取

得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間経過後、当該財産

の処分が完了する日又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令第１４条第１項第２号の規定により「補助事業等により取得し、又は効

用の増加した財産の処分制限期間に関する告示(平成２０年７月１１日厚生

労働省告示第３８４号)の定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保

管しておかなければならない。 

 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第１９条 市長は、実施指定医療機関が次の各号のいずれかに該当するとき

は、補助対象事業に係る補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。 

⑴ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑶ 補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき、又は

市長の指示に従わなかったとき。 

⑷ 要綱に違反したとき。 

⑸ 不適当な方法で補助対象事業が実施されているとき。 

⑹ その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合におい

て、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、実

施指定医療機関に対し期限を定めてその返還を命ずる。 

３ 前２項の規定は、第１４条の規定による補助金の確定があった後において

も適用する。 



 

（財産の処分の制限） 

第２０条 実施指定医療機関は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加

した財産を、市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、実

施指定医療機関が補助金の全部に相当する金額を市に納付した場合又は市長

が定める期間を経過した場合は、この限りでない。 

 

（報告、検査及び指示） 

第２１条 市長は、必要があると認めるときは、実施指定医療機関に対し質問

をし、報告を求め、若しくは補助対象事業の施行上必要な指示をし、又は第

１８条の帳簿その他関係書類について検査をすることができる。 

 

（補助金の流用の禁止） 

第２２条 実施指定医療機関は、交付を受けた補助金を他の用途に流用しては

ならない。 

 

（その他） 

第２３条 この要綱の運用に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

付 則 

この交付要綱は、令和６年９月２０日から施行する。 

付 則 

この交付要綱は、令和６年１０月１４日から施行する。 

 

 



様式第１号 

  年  月  日  

尼崎市長 様 

                        

申請者 住所 

                       氏名 （法人にあっては名称及び代表者） 

 

   尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医

療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付申請書 

 

   年度 尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団

体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金について、尼崎市小児慢性

特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資

格確認のオンライン化事業補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付申請額   （          円 ） 

 

２ 補助対象期間 

  

 

３ 医療機関概要  

(1) 医療機関名  

(2) 医療機関所在地  

(3) 医療機関コード  

(4) 連絡先  

 

４ 添付書類(写しでも可) 

(1) 見積書  

(2) 医療機関内のシステム改修についての説明資料  

(3) 事業実施に関する参考書類 

  

 ５ 誓約事項（□に✔を記入） 

   □ 小児慢性特定疾病対策国庫補助金交付要綱（厚生労働省発健０５３０第

５号）に基づく今回申請する補助金と同様の他の補助金及びデジタル庁

が実施する訪問診療等・オンライン診療等におけるオンライン資格確認

等の導入に係る助成金（マイナンバーカードの診察券利用にかかる改修

を除く）との重複申請ができないことを確認したうえ申請します。 

 

 



様式第２号 

尼 第       号 

  年  月  日 

 

   様 

                    

                                尼 崎 市 長 

 

   尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医

療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付決定通知 

 

  年 月 日付で申請のあった  年度 尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関におけ

る公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補

助金について、下記のとおり交付することに決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

１．補助金の交付決定額     （              ）円  

 

２．補助事業者は、尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方

公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付要綱に従わな

ければならない。 

 

３．この事業は、  年 月 日までに完了しなければならない。 

 

  



様式第３号 

尼 第       号 

  年  月  日 

 

   様 

                    

                                尼 崎 市 長 

 

尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の 

医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付確定書 

 

 年 月 日付で実績報告のあった  年度 尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関に

おける公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事

業補助金について、審査の結果、下記のとおり補助金の額を確定しましたので、通知します

。 

 

記 

 

補助金の額     （              ）円  

 

 

 

  



様式第４号 

 

  年  月  日  

 

尼崎市長 様 

                    

                   申請者 住所 

                       氏名  （法人にあっては名称及び代表者） 

 

尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医療

費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付請求書 

 

  年 月 日付尼   号にて補助金交付の確定を受けた  年度 尼崎市小児慢性特

定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格

確認のオンライン化事業補助金について、尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における

公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助

金交付要綱第１６条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１．補助金の請求額     （              ）円 

 

２．補助金の振込先 

    

 
金融機関名 

 

支 店 名 
 

預 金 種 別 
 

口 座 番 号 
 

フ リ ガ ナ  

口座名義人 
 



様式第５号 

  年 月 日 

尼崎市長 様 

 

 住    所              

 

  氏    名              

（法人にあっては名称及び代表者）     

       

 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

年 月 日付け尼第 号により交付決定を受けた尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関に

おける公費負担医療及び地方公共団体の医療費助成事業に係る資格確認のオンライン化事

業補助金については、尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地

方公共団体の医療費等成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付要綱第８条第

２号の規定により付された条件に基づき、下記のとおり報告します。  

 

記 

 

１ 尼崎市小児慢性特定疾病指定医療機関における公費負担医療及び地方公共団体の医療

費助成事業に係る資格確認のオンライン化事業補助金交付要綱の規定による確定額又は

実績報告による精算額  

金                円  

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額 （要補助金等返還相当額）  

金                円  

 

３ 添付書類  

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、 

特定収入の割合を確認できる資料）を添付します。 

 

 

 


